
貸借対照表（※5）

　令和 4 年度の水道事業は、16 万 9,574 戸の一般世帯等へ 3,737 万 2,357 ㎥の水を供給しました。このうち、
水道料金の対象となった水量（有収水量）は 3,560 万 2,371 ㎥で、有収率は 95.3％となっています。また、建
設工事については、水道管布設延長 2,130.7ｍの工事を行い水道施設の整備拡充に努めています。

収益的収支（※1）（税抜き）
　総事業収益 71.2 億円に対して、総事業費用 65.7 億
円となり、純利益 5.5 億円を計上しています。
　収益的収入は、水道料金である給水収益が大部分を占
め 60.9 億円、長期前受金戻入（※3）が 3.9 億円、他会計
負担金が 4.8 億円等となっています。
　収益的支出は、県からの浄水購入費である受水費が
38.2 億円、減価償却費（※4）が 11.2 億円、職員給与費が
7.3 億円等となっています。

利益の処分（※6）

　令和 4 年度に生じた純利益 5.5 億円を建設改良積立金に積み立てることを市議会へ提案し、令和 5 年 10 月に
議決を得ました。

　令和 5 年 3 月 31 日時点の水道事
業の財政状態は次のとおりです。
　資産は、水道施設等の有形固定資
産が 235.2 億円、水道施設の更新財
源等となる現金預金が 86.0 億円等
となっています。
　負債及び資本は、資産を取得する
際の調達源泉を示しており、償却資
産の取得又は改良に充てた補助金等
である長期前受金が 81.8 億円、企
業債が 7.8 億円等となっています。

資本的収支（※2）（税込み）
　資本的収入 3.7 億円に対して、資本的支出 21.1 億円
となっています。不足分は、減価償却費などで企業の内
部に留保された資金で補てんしています。
　資本的収入は、補助金が 1.5 億円（このうち 0.2 億円は、
翌年度へ繰越す支出の財源に充当する額）等となってい
ます。
　資本的支出は、建設改良費が 9.5 億円、企業債償還金
が 2.5 億円等となっています。

　令和 4 年度の下水道事業は、16 万 1,113 戸から排出された汚水 3,456 万 3,195 ㎥を処理しました。行政人口
に対する下水道の普及率は 98.3％で、処理区域内の接続率は 96.8％となっています。また、建設工事については、
下水道管渠総延長 807.7ｍの工事を行い汚水処理未普及地区の解消や浸水対策等に努めています。

収益的収支（※1）（税抜き）
　総事業収益 48.8 億円に対して、総事業費用 47.7 億
円となり、純利益 1.1 億円を計上しています。
　収益的収入は、下水道使用料が 32.2 億円、長期前受
金戻入（※3）が 8.5 億円、雨水処理負担金が 4.4 億円、他
会計負担金が 2.8 億円等となっています。
　収益的支出は、流域で下水道を処理する負担金が
19.6 億円、減価償却費（※4）が 18.1 億円、職員給与費が
3.4 億円、支払利息が 1.9 億円等となっています。

　令和 4 年度に生じた純利益 1.1 億円については、前年度繰越利益剰余金 1.1 億円と合わせた 2.2 億円を減債積
立金に積み立てることを市議会へ提案し、令和 5 年 10 月に議決を得ました。

　令和 5 年 3 月 31 日時点の下水道事
業の財政状態は次のとおりです。
　資産は、下水道施設等の有形固定資
産が 424.1 億円、下水道施設の更新
財源等となる現金預金が 45.1 億円等
となっています。
　負債及び資本は、資産を取得する際
の調達源泉を示しており、償却資産の
取得又は改良に充てた補助金等である
長期前受金が 232.2 億円、企業債が
121.5 億円等となっています。

資本的収支（※2）（税込み）
　資本的収入 14.3 億円に対して、資本的支出 23.2 億
円となっています。不足分は、減価償却費などで企業の
内部に留保された資金で補てんしています。
　資本的収入は、企業債が 5.8 億円、補助金が 6.0 億円（こ
のうち 0.6 億円は、翌年度へ繰越す支出の財源に充当す
る額）等となっています。
　資本的支出は、建設改良費が 13.6 億円、企業債償還
金が 9.6 億円等となっています。

貸借対照表（※5）

利益の処分（※6）

水 道 事 業 下 水 道 事 業

収入額
48.8 億円

支出額
47.7 億円

下水道使用料
32.2

長期前受金戻入(※3)
8.5

雨水処理負担金
4.4

他会計負担金
2.8

その他
0.9

負担金
19.6

減価償却費(※4)
18.1

職員給与費
3.4

支払利息
1.9

その他
4.7

純利益
1.1 

単位：億円

収入額
14.3 億円

支出額
23.2 億円

企業債
5.8

補助金
6.0

その他
2.5

収支不足額
△9.5

建設改良費
13.6

企業債償還金
9.6

その他
0.0

単位：億円

流動資産 54.4

固定資産
468.3

前払金 0.9
未収金 8.4

現金預金 45.1

投資 0.1
無形固定資産 44.1

有形固定資産
424.1

資産合計 522.7億円

剰余金
8.3

資本金
150.2

繰延収益
232.2

流動負債
16.6

固定負債
115.4

利益剰余金
2.3

資本剰余金
6.1資本金 150.2

長期前受金 232.2
引当金 0.3
預り金 0.0
未払金 7.0

企業債(流動)
9.3

引当金 3.1
企業債(固定)112.2

負債資本合計 522.7億円 単位：億円

収入額
71.2 億円

支出額
65.7 億円

給水収益
60.9 

長期前受金戻入(※3)
他会計負担金

4.8 
3.9 

その他
1.6

受水費
38.2 

減価償却費(※4)
11.2 

職員給与費
7.3 

支払利息
0.2 

その他
8.8 

純利益
5.5 

単位：億円

収入額
3.7 億円

支出額
21.1 億円

補助金
1.5 

その他
2.2 

収支不足額
△17.6 

建設改良費
9.5 

企業債償還金
2.5 

その他
9.1 

単位：億円

流動負債
9.4

剰余金
94.2

資本金
181.6

繰延収益
81.8

固定負債 18.7

利益剰余金 71.2

資本剰余金 23.1

資本金 181.5

長期前受金 81.8

引当金 0.6
預り金 0.7
未払金 6.1

企業債(流動) 2.0
引当金 12.9

企業債(固定) 5.8

負債資本合計 385.7億円

流動資産
103.5

固定資産
282.2

その他流動資産
2.4

前払金 4.5
貯蔵品 0.6

未収金 10.1
現金預金

86.0

投資 46.8

無形固定資産
0.1

有形固定資産
235.2

資産合計 385.7億円 単位：億円

　各年度の経営活動に伴い発生するすべて
の収益とそれに対応するすべての費用を発
生の事実を基準として計上します。

　施設を新設・更新等するための財源と経
費のほか、企業債の元金償還金等も計上し
ます。

　償却資産を取得又は改良する際に財源と
して受入れた補助金等は長期前受金として
整理され、償却資産を減価償却する際に収
益として計上します。現金収入を伴わない
ので、減価償却費等から生じる内部留保資
金を減額させることになります。

用
語
解
説

※1　収益的収支 ※2　資本的収支 ※3　長期前受金戻入
　償却資産の価値の減少分を費用として計上
します。現金支出を伴わない費用で、損益勘
定留保資金として企業の内部に留保され資本
的支出の財源となります。

※4　減価償却費
　企業の財政状態を明らかにするため、一定
の時点において当該企業が保有するすべての
資産、負債及び資本を総括的に表示した報告
書で、バランスシートともいいます。

※5　貸借対照表
　毎事業年度に生じた利益の使い道を定める
ことです。処分は条例で定める方法によるほ
か、議会の議決を経て行われます。

※6　利益の処分

【お問い合わせ】企画経営課　TEL：941-7803　FAX：941-7821

令 和 4 年 度 　 決 算 の あ ら ま し令 和 4 年 度 　 決 算 の あ ら ま し
下水道マスコットキャラクター

「スイスイ」
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貸借対照表（※5）

　令和 4 年度の水道事業は、16 万 9,574 戸の一般世帯等へ 3,737 万 2,357 ㎥の水を供給しました。このうち、
水道料金の対象となった水量（有収水量）は 3,560 万 2,371 ㎥で、有収率は 95.3％となっています。また、建
設工事については、水道管布設延長 2,130.7ｍの工事を行い水道施設の整備拡充に努めています。

収益的収支（※1）（税抜き）
　総事業収益 71.2 億円に対して、総事業費用 65.7 億
円となり、純利益 5.5 億円を計上しています。
　収益的収入は、水道料金である給水収益が大部分を占
め 60.9 億円、長期前受金戻入（※3）が 3.9 億円、他会計
負担金が 4.8 億円等となっています。
　収益的支出は、県からの浄水購入費である受水費が
38.2 億円、減価償却費（※4）が 11.2 億円、職員給与費が
7.3 億円等となっています。

利益の処分（※6）

　令和 4 年度に生じた純利益 5.5 億円を建設改良積立金に積み立てることを市議会へ提案し、令和 5 年 10 月に
議決を得ました。

　令和 5 年 3 月 31 日時点の水道事
業の財政状態は次のとおりです。
　資産は、水道施設等の有形固定資
産が 235.2 億円、水道施設の更新財
源等となる現金預金が 86.0 億円等
となっています。
　負債及び資本は、資産を取得する
際の調達源泉を示しており、償却資
産の取得又は改良に充てた補助金等
である長期前受金が 81.8 億円、企
業債が 7.8 億円等となっています。

資本的収支（※2）（税込み）
　資本的収入 3.7 億円に対して、資本的支出 21.1 億円
となっています。不足分は、減価償却費などで企業の内
部に留保された資金で補てんしています。
　資本的収入は、補助金が 1.5 億円（このうち 0.2 億円は、
翌年度へ繰越す支出の財源に充当する額）等となってい
ます。
　資本的支出は、建設改良費が 9.5 億円、企業債償還金
が 2.5 億円等となっています。

　令和 4 年度の下水道事業は、16 万 1,113 戸から排出された汚水 3,456 万 3,195 ㎥を処理しました。行政人口
に対する下水道の普及率は 98.3％で、処理区域内の接続率は 96.8％となっています。また、建設工事については、
下水道管渠総延長 807.7ｍの工事を行い汚水処理未普及地区の解消や浸水対策等に努めています。

収益的収支（※1）（税抜き）
　総事業収益 48.8 億円に対して、総事業費用 47.7 億
円となり、純利益 1.1 億円を計上しています。
　収益的収入は、下水道使用料が 32.2 億円、長期前受
金戻入（※3）が 8.5 億円、雨水処理負担金が 4.4 億円、他
会計負担金が 2.8 億円等となっています。
　収益的支出は、流域で下水道を処理する負担金が
19.6 億円、減価償却費（※4）が 18.1 億円、職員給与費が
3.4 億円、支払利息が 1.9 億円等となっています。

　令和 4 年度に生じた純利益 1.1 億円については、前年度繰越利益剰余金 1.1 億円と合わせた 2.2 億円を減債積
立金に積み立てることを市議会へ提案し、令和 5 年 10 月に議決を得ました。

　令和 5 年 3 月 31 日時点の下水道事
業の財政状態は次のとおりです。
　資産は、下水道施設等の有形固定資
産が 424.1 億円、下水道施設の更新
財源等となる現金預金が 45.1 億円等
となっています。
　負債及び資本は、資産を取得する際
の調達源泉を示しており、償却資産の
取得又は改良に充てた補助金等である
長期前受金が 232.2 億円、企業債が
121.5 億円等となっています。

資本的収支（※2）（税込み）
　資本的収入 14.3 億円に対して、資本的支出 23.2 億
円となっています。不足分は、減価償却費などで企業の
内部に留保された資金で補てんしています。
　資本的収入は、企業債が 5.8 億円、補助金が 6.0 億円（こ
のうち 0.6 億円は、翌年度へ繰越す支出の財源に充当す
る額）等となっています。
　資本的支出は、建設改良費が 13.6 億円、企業債償還
金が 9.6 億円等となっています。

貸借対照表（※5）

利益の処分（※6）

水 道 事 業 下 水 道 事 業

収入額
48.8 億円

支出額
47.7 億円

下水道使用料
32.2

長期前受金戻入(※3)
8.5

雨水処理負担金
4.4

他会計負担金
2.8

その他
0.9

負担金
19.6

減価償却費(※4)
18.1

職員給与費
3.4

支払利息
1.9

その他
4.7

純利益
1.1 

単位：億円

収入額
14.3 億円

支出額
23.2 億円

企業債
5.8

補助金
6.0

その他
2.5

収支不足額
△9.5

建設改良費
13.6

企業債償還金
9.6

その他
0.0

単位：億円

流動資産 54.4

固定資産
468.3

前払金 0.9
未収金 8.4

現金預金 45.1

投資 0.1
無形固定資産 44.1

有形固定資産
424.1

資産合計 522.7億円

剰余金
8.3

資本金
150.2

繰延収益
232.2

流動負債
16.6

固定負債
115.4

利益剰余金
2.3

資本剰余金
6.1資本金 150.2

長期前受金 232.2
引当金 0.3
預り金 0.0
未払金 7.0

企業債(流動)
9.3

引当金 3.1
企業債(固定)112.2

負債資本合計 522.7億円 単位：億円

収入額
71.2 億円

支出額
65.7 億円

給水収益
60.9 

長期前受金戻入(※3)
他会計負担金

4.8 
3.9 

その他
1.6

受水費
38.2 

減価償却費(※4)
11.2 

職員給与費
7.3 

支払利息
0.2 

その他
8.8 

純利益
5.5 

単位：億円

収入額
3.7 億円

支出額
21.1 億円

補助金
1.5 

その他
2.2 

収支不足額
△17.6 

建設改良費
9.5 

企業債償還金
2.5 

その他
9.1 

単位：億円

流動負債
9.4

剰余金
94.2

資本金
181.6

繰延収益
81.8

固定負債 18.7

利益剰余金 71.2

資本剰余金 23.1

資本金 181.5

長期前受金 81.8

引当金 0.6
預り金 0.7
未払金 6.1

企業債(流動) 2.0
引当金 12.9

企業債(固定) 5.8

負債資本合計 385.7億円

流動資産
103.5

固定資産
282.2

その他流動資産
2.4

前払金 4.5
貯蔵品 0.6

未収金 10.1
現金預金

86.0

投資 46.8

無形固定資産
0.1

有形固定資産
235.2

資産合計 385.7億円 単位：億円

　各年度の経営活動に伴い発生するすべて
の収益とそれに対応するすべての費用を発
生の事実を基準として計上します。

　施設を新設・更新等するための財源と経
費のほか、企業債の元金償還金等も計上し
ます。

　償却資産を取得又は改良する際に財源と
して受入れた補助金等は長期前受金として
整理され、償却資産を減価償却する際に収
益として計上します。現金収入を伴わない
ので、減価償却費等から生じる内部留保資
金を減額させることになります。

用
語
解
説

※1　収益的収支 ※2　資本的収支 ※3　長期前受金戻入
　償却資産の価値の減少分を費用として計上
します。現金支出を伴わない費用で、損益勘
定留保資金として企業の内部に留保され資本
的支出の財源となります。

※4　減価償却費
　企業の財政状態を明らかにするため、一定
の時点において当該企業が保有するすべての
資産、負債及び資本を総括的に表示した報告
書で、バランスシートともいいます。

※5　貸借対照表
　毎事業年度に生じた利益の使い道を定める
ことです。処分は条例で定める方法によるほ
か、議会の議決を経て行われます。

※6　利益の処分

【お問い合わせ】企画経営課　TEL：941-7803　FAX：941-7821

令 和 4 年 度 　 決 算 の あ ら ま し令 和 4 年 度 　 決 算 の あ ら ま し
水道マスコットキャラクター

「Dr. すいどー」
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